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１．研 究 目 的 

本研究は全国の自治体における子ども家庭福祉行政機関の組織再編や機構創設その他の先駆的取

組について調査し、特色ある機構、事業についてその評価、検証を行い、今後の子ども家庭福祉行

政実施体制の在り方について検討を行うことを目的とするものである。特に、障害児童福祉サービ

スの実施状況を把握し、今後、全国展開に資すると考えられる先駆的取組について検証を行った。 

２．研究の視点および方法 

障害児童福祉分野における先駆的取組に関する情報収集、厚生労働省「障害児支援の見直しに関

する検討会」の情報、あわせて、本研究チームで別に行った、子ども家庭福祉行政機関の機構改革

と運営についての全国の中央児童相談所長対象質問紙調査の障害児童福祉に関する結果（1）等を踏ま

えて、インタビュー対象とする 10 自治体（５道県２圏域３市）を選定し、半構造化面接に基づくイ

ンタビュー調査を実施した。調査時期は 2008 年 10 月～2009 年 2 月である。質問項目は、それぞれ

の自治体の個別質問と障害児童福祉施策について、主に都道府県から市町村への分権化に関する今

後の方向等を問う共通質問を設けた。特に、分権化についての項目では、障害児童福祉施設入所措

置権限の移譲等市町村が担う主体的役割に焦点化して質問を行った。 

なお、本研究では過年度の研究枞組みを継続し「先駆的取組」を、(1)国で制度化されていない取

組、(2)国の制度を幅広く展開しているもの、(3)国で制度化されている事業の制度化されていない

部分を埋めているもの、と定義している。 

３．倫理的配慮 

 自治体へのインタビュー調査においては、回答者名を匿名とし、自治体名を公表することを前提

として、報告書に掲載する内容の確認を求め、承認を得る手続きを踏んだ。さらに、個別の障害児

童福祉の利用ケースに関わる内容は扱わないこととした。 

４．研 究 結 果 

(1)障害児童福祉部門における機構改革 

 本調査の対象自治体の現状では、3 道県では、「障害」の専門性に着目した児者一貫の支援体制へ

の指向がみられた。北海道では、障害保健福祉課の所管業務範囲の拡大による機構改革の状況、愛

知県では、障害福祉課と心身障害者コロニー中心の実施体制、高知県では、専門総合機関（療育福

祉センター）の創設がみられ、「障害」に着目した児者一貫の支援体制を指向する機構のしくみづく

りが見られる。 

 他方、千葉県浦安市は、「子どもに関する業務を一体的に進めることを目的」として、埼玉県東松

山市は、「子どもに対する取り組みの一貫性を意図」して、「子ども」であることに着目した機構改

革を行っている。相模原市については、平成 19 年の局制導入時に子ども専門の部を設置したが、
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障害福祉分野の組織体制は維持され、障害児の所管に変更はなかった。機構改革は、分権化や自治

体の財政状況により、今後さらなる展開がみられる可能性があるが、「子ども」という点、あるいは、

「障害」という点という着眼点のちがいによる機構改革の方向性がみられることがわかった。なお、

この点の考察については、都道府県と市町村という行政単位の相違について配慮が必要である。 

(2)障害児童福祉分野における先駆的取組 

 一般施策の中で障害児の受け入れを先駆的に進めている 3 市（浦安市、東松山市、相模原市）を

みていくと、いずれの市にも、子どもの障害を含む総合的な相談窓口が設置されている。なかでも

浦安市では早期から子どもの障害に関する専門スタッフを配置すると共に、近年では利用者が相談

を持ち込みやすい体制を築くために、研修等により養成された一般住民による「子育て相談室」を

置くなど、身近な相談を入口とし、専門性の高い相談窓口につなげる相談体制を構築している。 

 就学前後の障害児の受け入れについては、保育所では加配保育士、加配看護師（東松山市のみ）

により対応をし、統合保育を進める相模原市では市立療育センターで判定が行われている。学齢期

になると、必要に応じて介助員（東松山市）、補助教員（浦安市）が加配されている。放課後児童ク

ラブへの障害児の受け入れを小学校 6 年生まで拡大している相模原市や浦安市では、障害児の割合

が増加しているが、施設の増設や医療処置の必要な児童の受け入れも視野に入れて進められている。

なお、浦安市においては、放課後児童クラブにおける対応が課題となっている。 

(3)今後の障害児童福祉サービス供給体制の在り方 

 本調査の自治体においては、障害児童福祉サービスについて、市町村及び契約制度を中心として

実施することは、原則として、支持されるものであった。しかしながら、すべてをこの仕組みのも

とで展開できるかについては、単純ではない。職権による介入が必要なケースや判断が難しいもの

については、児童相談所の業務とすることが適当であると考えられている場合が目立った。浦安市

では、その背景として、市町村の専門性や財源、社会資源（とくに入所施設）の整備状況に格差が

あるということのほか、深刻な相談であればあるほど、住民にとって市町村の敷居が高くなるとい

う見解が見られた。 

５．考察 

機構改革における障害児童福祉の対応は、児者一貫の支援体制を指向するために、子ども家庭部

局と障害福祉部局間での専門性の置き所や確保の課題、福祉関係部局と教育関係や保健医療関係部

局との間での連携や連続性の確保の課題が、共通にみられ、また自治体ごとの工夫がみられている。

さらに、道県が専門性を地域へ根付かせる、活用しやすくすることに課題や工夫をみせるのに対し、

市では住民の利用をしやすくする、サービスへつながりやすくすることに課題や工夫をみせる。加

えて、過年度に報告した本研究メンバーによる「児童福祉法改正要綱試案」（2）との関係では、措置

制度と契約制度の間で、特に民営施設で、児童の受け入れや経営の在り方について、経営安定面の

課題に直面する可能性があるという論点がみられる。 

 これ以外の考察論点に関しては、口頭報告のなかでふれることにする。 

※本研究は、恩賜財団母子愛育会日本子ども家庭総合研究所の平成 20 年度チーム研究の一環とし

て実施したものである。 
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